
東京メトロ副都心線
東新宿駅

来省の際は、公共交通機関を
御利用ください。
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総務省統計
研究研修所

至 府中本町

ＪＲ西国分寺駅

府
中
街
道

●交番

●コンビニ
●薬局 総務省

統計局・政策統括官（統計基準担当）・統計研究研修所
独立行政法人統計センター　

（令和元年（ 年）６月発行）
印刷用の紙にリサイクルできます。

交 通

〒 　東京都国分寺市泉町
［電話］　
［ホームページ］

総務省統計研究研修所

中央線・武蔵野線　西国分寺駅南口から徒歩約 分

＜このパンフレットに関するお問合せ＞
総務省統計局統計情報利用推進課
電話： （直通）　メール：

＜周辺地図＞

交 通

〒 　東京都新宿区若松町
［電話］　統計局・政策統括官（統計基準担当）
　　　　　　　　　　：
　　　　統計センター：
［ホームページ］
統計局　
政策統括官（統計基準担当）

統計センター

総務省統計局・政策統括官（統計基準担当）・独立行政法人統計センター

地下鉄
都営大江戸線　若松河田駅から徒歩約５分
東京メトロ東西線　早稲田駅から徒歩約 分
東京メトロ副都心線　東新宿駅から徒歩約 分
都営バス（新大久保・大久保駅から）
新橋駅行き　飯田橋駅行き（約 分）、国立国際医療研究センター前下車すぐ

＜周辺地図＞

交 通

〒 和歌山県和歌山市東蔵前丁
南海和歌山市駅ビルオフィス棟 階

［電話］　
［ホームページ］

総務省統計局統計データ利活用センター

南海電鉄
南海本線　和歌山市駅（直結）

阪和線、紀勢本線等　和歌山駅下車
［バス利用］ＪＲ和歌山駅バスターミナル３番乗場から乗車、
　　　　　南海和歌山市駅前（終点）下車
［タクシー利用］ＪＲ和歌山駅よりタクシーで約 分

＜周辺地図＞
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統計データ
利活用センター



総務省 統計委員会

内閣府

総務省
（統計局以外）

法務省

財務省

文部科学省

厚生労働省

農林水産省

経済産業省

国土交通省

各
府
省
の
所
管
事
務
と
関
連
す
る
統
計
の
作
成

●公的統計の整備に関する基本的な計画（基本
計画）の案や基幹統計調査の承認などを審議
する統計行政に係る専門的かつ中立な機関

総務省 政策統括官（統計基準担当）

●統計に関する政府横断的な調整
　統計法令の制定・改正や基本計画の立案・
推進を始めとする、統計に関する基本的事項
の企画・立案・推進／統計調査の審査・調整
／産業連関表（ 府省庁共同事業）の作成／
統計基準の設定／統計調査環境の整備／国際
統計事務の統括

総務省 統計局

●国勢の基本に関する統計の作成
●統計情報の提供の戦略的な推進
●統計に関する国際協力

総務省 統計研究研修所

●統計技術の研究
●統計に関する研修の実施

独立行政法人 統計センター

●国勢の基本に関する統計調査の統計編成
●公的統計基盤サービスの提供
●各府省・地方公共団体の統計作成支援

総

務

課

統 　 　 　 計 　 　 　 局

統 計 調 査 部 統 計 研 究 研 修 所
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公的統計制度のポイント

統計局・統計研究研修所　組織図

我が国の統計制度

◆国が行う統計調査
統計調査は、統計の作成を目的として、個人や法人などに対し事実の報告を求める調査です。国が行う統計調査は、「基幹

統計」を作成するために行われる「基幹統計調査」と、それ以外の「一般統計調査」とに分けられます。
国が行う統計調査については、調査間の重複を排除して被調査者の負担を軽減し、公的統計を体系的に整備する観点から、

総務大臣が統計調査の審査・調整を行っており、あらかじめ総務大臣の承認を受けることになっています。

◆基幹統計
国が作成する統計のうち、特に重要なものは基幹統計として体系的整備を図ることとしています。基幹統計として、統計法に
おいて次のものを定めています。
○国勢統計（国勢調査の結果）
○国民経済計算（いわゆるＳＮＡ）
○行政機関が作成し、又は作成すべき統計であって、次のいずれかに該当するものとして総務大臣が指定するもの
•全国的な政策を企画立案し、又はこれを実施する上において特に重要な統計
•民間における意思決定又は研究活動のために広く利用されると見込まれる統計
•国際条約又は国際機関が作成する計画において作成が求められている統計、その他国際比較を行う上において特に重
要な統計

平成 年（ 年）４月１日現在、基幹統計は 統計あります。

基幹統計を作成するための基幹統計調査には、正確な統計を作成する必要性が特に高いことなどを踏まえ、以下の特別な
規定があります。
●報告義務
●かたり調査の禁止
●地方公共団体による事務の実施　等

◆統計調査の被調査者の秘密の保護
調査票情報等の取扱いに従事する国の職員や統計調査事務の受託者等には、業務に関して知り得た被調査者の秘密を漏
らしてはならないという守秘義務があり、これに違反した者に対して、２年以下の懲役又は 万円以下の罰金が定められて
います。

我が国の統計機構

我が国の統計機構は、総務省統計局が国勢の基本に関する統計を作成し、各府省が所管行政と密接に関連する統計を作成
する分散型統計機構です。
この分散型統計機構においては、各行政機関が作成する統計を横断的に調整する機関が必要となり、その機能は総務省政

策統括官（統計基準担当）が担っています。

平成 年（ 年）４月現在

総務省は、政府統計の中核を担っています
我が国の主な統計行政機構



統計局で作成している統計国勢の基本に関する統計の作成・提供

統計局で作成している統計を御紹介します。統計局では、我が国の社会・経済の変化に的確に対応しながら、国勢調査を始めとする国の重要な統計調査を企画・立案及
び実施し、社会に役立つ正確な統計を作成・提供しています。
「国勢調査」、「経済センサス」は、母集団全てを調査する全数調査となっています。

企業活動・経済に関する調査について、国民経済計算の精度向上等のため、経済構造実態調査の創設や個人企業経済調査
の変更を行います。

経済構造
実態調査
の創設

個人企業
経済調査
の変更

既存の統計調査の統合・再編※１により、国内総生産（ＧＤＰ）の約９割を占める経済活動を年次で把握する新たな基幹統計
調査として創設し、令和元年（ 年）から実施（工業統計調査と同時一体的に実施※２）
　※１　サービス産業動向調査（拡大調査部分）、商業統計調査、特定サービス産業実態調査を統合・再編
　※２　経済構造実態調査及び工業統計調査は、令和元年（ 年）調査から総務省・経済産業省の共管調査として実施
＜特徴＞
●未整備であったサービス産業等の付加価値等の構造面に関する統計を体系的に整備
●詳細な投入構造に係るデータ整備を担保しつつ、企業における回答のしやすさに留意した調査事項を設定
●限られた調査対象数の下で、より安定的・詳細な結果を集計・公表するため、事業所母集団データベースに格納されたデータも活用

調査結果の利活用の一層の推進を図るため、令和元年度（ 年度）調査から主に以下を実施
＜主な変更点＞
●調査対象産業を４産業からほぼ全産業に拡大　※ 調査対象規模も現行の約 から約 に拡大
●新たに都道府県別結果を公表
●動向編（四半期）及び構造編（年１回）から年１回（毎年６月）実施の調査に変更

●国勢調査
平成 年（ 年） 月１日現在の我が国の人口は１億
万 人となっています。人口ピラミッドで年齢構

成の変化をみると、平成 年（ 年）は大正９年
（ 年）に比べ、若い年齢ほど人口が少なくなっていま
す。

●労働力調査

●小売物価統計調査　消費者物価指数（ＣＰＩ）

●経済センサス
平成 年（ 年）６月１日現在の我が国の企業等数

は 万企業、平成 年（ 年）の売上（収入）金額は
兆円、付加価値額は 兆円となっています。

産業大分類別の割合をみると、企業等数及び売上（収
入）金額は「卸売業，小売業」が最も高く、それぞれ ％
（ 万企業）、 ％（ 兆円）となっています。一方、
付加価値額は「製造業」が ％（ 兆円）と最も高く
なっています。

●家計調査

所管統計一覧

統計調査に関する新たな取組

統計調査の基本的な流れ

●人口に関する基本的な統計
　　国勢調査【５年周期】
　　人口推計【毎月】
　　住民基本台帳人口移動報告【毎月】
●住宅・土地の状況を明らかにする統計
　　住宅・土地統計調査【５年周期】
●国民の就業・不就業の状況を明らか
にする統計

　★労働力調査【毎月】
　　就業構造基本調査【５年周期】
●社会生活の実態を明らかにする統計
　　社会生活基本調査【５年周期】

●事業所・企業に関する統計
　　経済センサス‐基礎調査【５年周期】
　　経済センサス‐活動調査【５年周期】
　　経済構造実態調査【毎年※】
　　工業統計調査【毎年※】
　　個人企業経済調査【毎年】
　　サービス産業動向調査【毎月】
●科学技術に関する統計
　　科学技術研究調査【毎年】

●家計の実態を明らかにする統計
　★家計調査【毎月】
　　家計消費状況調査【毎月】
　　全国家計構造調査【５年周期】
　　家計消費単身モニター調査【毎月】
　　消費動向指数（ＣＴＩ）【毎月】
●物価に関する統計
　　小売物価統計調査【毎月】
　★消費者物価指数（ＣＰＩ）【毎月】
●地域に関する統計
　　地域メッシュ統計

下線は基幹統計　★印の結果は、毎月、総務大臣から閣議で報告　※経済センサス‐活動調査の実施年を除く。
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※実質増減率は、支払った金額（名目）から物価の変動分を取り除いた実質的な金額の増減を
示しており、数量や品質の変化分に当たります。なお、実質化には、消費者物価指数を用いて
います。
※2018年１月に調査で使用する家計簿の改正を行っており、2018年１月以降は当該改正に
よる変動を調整した変動調整値です。

１か月平均消費支出の対前年同月実質増減率の推移
（二人以上の世帯、 年１月～ 年 月）

1月 4 7
2013年

10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10 1 4 7 10
2014年 2015年 2016年 2017年 2018年

15.0

10.0

5.0

0.0

-5.0

-10.0

-15.0

（％）

反動減

消費税率
引上げ

2018年12月
0.1％

消費税率引上げ
直前の駆け込み

需要

1500
（千人）

1000500050010001500
（千人）

男 女

100歳以上

95歳

90歳

85歳

80歳

75歳

70歳

65歳

60歳

55歳

50歳

45歳

40歳

35歳

30歳

25歳

20歳

15歳

10歳

5歳

0歳
1920年 1920年

76歳：日中戦争の
動員による1939
年の出生減

69,70歳：第２次世界
大戦終戦（1945年）
前後における出生減

49歳：ひのえう
ま（1966年）の
出生減

66～68歳：1947
年～1949年の第
１次ベビーブーム

41～44歳：1971
年～1974年の第
２次ベビーブーム

2015年
0.0 20.0 40.0 60.0 100.0

（％）
80.0

企業等数

売上（収入）金額

付加価値額

産業大分類別企業等数、売上（収入）金額及び付加価値額の構成比

第一次・第二次産業 第三次産業

情報通信業
運輸業，郵便業

卸売業，小売業

金融業，保険業
不動産業，
物品賃貸業

宿泊業，
飲食サービス業

生活関連
サービス業，
娯楽業 医療,福祉 その他の産業

農林漁業（個人経営を除く）

建設業
鉱業，採石業，砂利採取業

製造業

14.37.69.513.37.921.810.011.2

6.7 24.4 30.8 7.7 6.9 8.2

0.7 0.0

0.3 0.1 4.0 2.8 1.6 2.8

7.2 23.8 18.7 6.6 7.1 15.4

0.4 0.2

5.5 5.8

3.3 3.3 2.7

0.8

3.7

1.81.1

就業者数と完全失業率の推移（ 年～ 年）
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統計情報
データベース

インターネット

連動

API機能

民間企業の
情報システム

自治体の
情報システム

○○県人口動態
統計調査結果

公表 分析

政府統計を、自社のデータや電子地図、
分析ツールなどと組み合わせることにより、
時系列や地理空間情報による高度な分析が可能

のデータが更新されると、
ユーザーのデータも
自動的に更新される。

自社の
売上データ等

政府統計の総合窓口

＜データサイエンス・スクール＞
いつでも誰でも気軽に学べる

統計力向上サイト

＜データサイエンス・オンライン講座＞
データ分析等を基礎から
誰でも無料で学べる講座

＜なるほど統計学園＞　
統計を楽しく学べる

小・中学生向け統計学習サイト

＜キッズすたっと～探そう統計データ～＞
小・中学生向け統計データ検索サイト

インターネット上のデータ等
（電子地図、分析ツール等）
インターネット上のデータ等
（電子地図、分析ツール等）

統計に関する国際協力

統計に関する国際協力／統計研究研修所統計情報の提供の戦略的な推進

統計局では、これまで培ってきた統計技術を背景として、統計に関する国際協力や国際交流を推進しています。

◆諸外国への技術協力
諸外国の統計技術向上のため、発展途上国や国際機関
からの要請に応じて、メキシコ、スリランカ、フィリピン、ア
ルゼンチン、インドネシア、ミャンマー、タンザニア、カンボジ
ア、ネパール、エジプトなどに対し、専門家の派遣や研修生
の受入れを行っています。

◆二国間交流
中国及び韓国と、統計視察団の相互交流に合意し、 年

以上ほぼ毎年その時々の重要課題をテーマとした意見交換
を行っています。また、ベトナムとは平成 年（ 年）１
月に、モンゴルとは平成 年（ 年）２月に協力の覚書
に署名し、さらに、ベトナムとは平成 年（ 年）８月に
公的統計ＩＣＴシステムの導入に関する協力の覚書に署名
し、緊密な相互交流を行っています。

統計研究研修所

統計研究研修所は、第１回の国勢調査が実施された翌年の大正 年（ 年）に、国勢院第一部（後の内閣統計局）に統
計専門職員の養成を行うため設置された「統計職員養成所」がその始まりです。
戦後、各行政分野での統計の利活用が進んだことから、昭和 年（ 年）に研修対象を行政部門の全ての職員（地方公

共団体職員を含む。）に拡大するとともに、名称を「統計研修所」に変更し、その後、平成 年（ 年）４月に総務省の施設
等機関となりました。
平成 年（ 年）３月末には東京都国分寺市に移転し、平成 年（ 年）４月からは統計技術の研究に関する機能を

加え、名称を「統計研究研修所」に変更しました。

◆統計技術の研究
高度な統計技術の研究開発、各府省への支援の強化及
びビッグデータの利用等に適切に対応できるよう、以下の
研究活動を推進しています。
•ビッグデータに関する情報の収集・整理及び研究
•各府省共通の統計技術に関する情報の収集及び研究
•各府省・地方公共団体からの要請に応じた統計技術支援
•大学、研究機関等との共同研究を中心に、客員教授や外
部有識者とも連携した、統計の高度利用や様々な調査
研究

より多くの方が統計に関する正しい知識を習得できるよ
うに、動画によるオンライン研修として、平成 年度
（ 年度）に「初めて学ぶ統計」を、翌 年度（ 年
度）に「統計データのできるまで」を開講しました。
今後も統計リテラシーの向上のために、研修を実施・充

実させてまいります。

◆統計に関する研修の実施
統計に関する我が国唯一の専門研修機関として、国、地
方公共団体の職員（教員を含む。）及び政府関係機関の職
員に対し、統計の基礎から応用に渡る知識の習得を目的と
した研修を行っています。

◆国際会議の開催
国連統計委員会傘下の国際的な専門家グループ（国連シ
ティグループ）会合や統計関連セミナーなどを毎年主催、共
催しています。様々な国際会議の開催を通じて、統計に関
する国際的な情報交換を積極的に推進しています。

統計局は、政府統計の中核的機関として、統計は社会の情報基盤であるという考えのもと、①ユーザー視点の統計データの
提供の充実等、②社会全体の統計リテラシー向上、③専門性を活かした多様な情報発信の推進といった、統計情報の提供の
戦略的な推進のための取組を進めています。

＜政府統計の総合窓口（ ）＞
各府省が公表する統計データを一つにまとめ、統計データを検索したり、地図上に表示できるなど、統計を利用
する上で、たくさんの便利な機能を備えた政府統計のポータルサイト

●統計ダッシュボード
　統計データを視覚的に分かりやすく提供するサイト

●ＡＰＩ機能
　利用者が作成
するプログラム
から、インター
ネットを通じて、
直接データを取
得する機能

【オンサイト施設における統計ミクロデータの利用】
統計調査によって集められたミクロデータ（調査票情報）を、ＩＣＴ
を活用し情報セキュリティを確保しつつ、高度なデータ解析を可能と
する環境（オンサイト施設）において利用するものです。
平成 年度（ 年度）から、統計データ利活用センターにおい
て、統計ミクロデータの利用を開始しています。

＜オンサイト施設でできること＞
•統計ミクロデータを使った研究分析
•自分で用意したデータと統計ミクロデータを組み合
わせた研究分析
•研究分析成果の提供（所定の審査あり。）
※統計ミクロデータは、統計法に基づき利用を認めら
れた研究などにおいてのみ活用可能なデータです。

◆各国政府職員等の受入れ
統計技術に関する意見交換及び研修を目的とした各国政

府職員等の訪問を受け入れています。年間 名以上の来
訪者との交流を通じて、各国の実情の把握、我が国の統計
制度への理解の向上を図っています。

第７回ジェンダー統計グローバル・フォーラム
（平成 年（ 年））

第４回訪日・ベトナム統計代表団の来局
（平成 年（ 年））

オンライン研修画面（イメージ）
（講師：独立行政法人統計センター理事長 椿広計（平成 年（ 年）１月現在））

集計エリア

集計エリアの避難ビル
収容人数等集計結果

集計エリアの屋外避難場所
収容人数等集計結果

集計エリアの
統計データ集計結果

プロット集計 平成 年国勢調査小地域集計

利用者保有のデータ 政府統計データ

●統計ＧＩＳ～地図で見る統計（ ）
　データと地図を組み合わせた地域分析が可能なシステム
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統計局・政策統括官（統計基準担当）・統計研究研修所
独立行政法人統計センター　

（令和元年（ 年）６月発行）
印刷用の紙にリサイクルできます。
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［電話］　
［ホームページ］

総務省統計研究研修所

中央線・武蔵野線　西国分寺駅南口から徒歩約 分

＜このパンフレットに関するお問合せ＞
総務省統計局統計情報利用推進課
電話： （直通）　メール：

＜周辺地図＞

交 通

〒 　東京都新宿区若松町
［電話］　統計局・政策統括官（統計基準担当）
　　　　　　　　　　：
　　　　統計センター：
［ホームページ］
統計局　
政策統括官（統計基準担当）

統計センター

総務省統計局・政策統括官（統計基準担当）・独立行政法人統計センター

地下鉄
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東京メトロ副都心線　東新宿駅から徒歩約 分
都営バス（新大久保・大久保駅から）
新橋駅行き　飯田橋駅行き（約 分）、国立国際医療研究センター前下車すぐ

＜周辺地図＞
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南海和歌山市駅ビルオフィス棟 階
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［ホームページ］

総務省統計局統計データ利活用センター
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［バス利用］ＪＲ和歌山駅バスターミナル３番乗場から乗車、
　　　　　南海和歌山市駅前（終点）下車
［タクシー利用］ＪＲ和歌山駅よりタクシーで約 分

＜周辺地図＞
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